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職場は労働者の「民主主義の学校」になりうるか
― 労働組合員の投票行動・政治意識に関する調査からの示唆 ―

山　本　耕　平

1　問題設定

代表制民主主義の基幹的な制度の一つである選挙において投票率の下降トレンドないし

低水準での停滞が生じている現象は、世界の民主主義国家共通の課題として学術的研究の

対象となってきた（Hooghe and Kern 2017; Kostelka and Blais 2021）。日本においても

その要因をミクロからマクロにわたるさまざまな観点から検討する学術的研究の蓄積が進

んでいるし（秦 2018; 飯田 2010; 松林 2016）、近年は選挙に関する啓発活動（三村・深谷 

2020）や主権者教育（谷口 2019）といった実践に関する調査・研究も進展し、これらの取

り組みの効果と課題も明らかにされつつある。

このように研究が蓄積されている一方で、有権者の投票を促進するという実践的な観点

から見るならば、投票行動に関する研究には依然として探索が不十分な間 があるように

思われる。それは一言でいえば、政治以外の生活領域からのスピルオーバーに関する探索

である。このことを、自己効力感（self-efficacy）（1）を例にとって具体的に論じよう。

Condon and Holleque（2013）は、選挙での投票を含む政治行動の研究において、多くの

研究者が政治的自己効力感（political self-efficacy）だけに注目し、一般的自己効力感

（general self-efficacy）と政治行動との関連には注意を払ってこなかったことを指摘す

る（2）。しかし、Condon and Holleque（2013）によれば、特定の領域に関する自己効力

感はその領域における自身の経験や他者の成功・失敗の観察などによって形成されるため、

とくにこれまで選挙で投票した経験がない若い有権者や、不利な社会的バックグラウンド

をもつ有権者はそもそも政治的自己効力感を形成しづらい。そのような場合、私たちは他

（1）「有効性感覚」と訳されることもあるが、本稿では文献からの引用を除いて、「自己効力感」に統
一する。

（2）自己効力感は、「困難な課題に直面しても、私にはそれをクリアできる自信がある」といったよ
うな質問項目によって測定される（cf. Chen et al. 2001）一般的自己効力感と、特定の領域に固有の自己効
力感に分類される。政治的自己効力感は後者に含まれる。
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のさまざまな領域での経験にもとづいて形成されている一般的自己効力感を手がかりとし

て、政治という領域で自分がうまくやれるかどうかを推測する。それゆえ、政治行動の研

究だからといって政治的自己効力感だけに注目するのではなく、他の領域において形成さ

れている自己効力感にも目配りすることが重要だというわけである。

このような他の生活領域からのスピルオーバーについて検討することは、政治領域に焦

点をあてた従来の研究の知見を精緻化していくためにも重要であると考えられる。たとえ

ば、前段で紹介した議論にしたがえば、主権者教育の効果は各個人の一般的自己効力感の

高低によって顕在化しやすかったり抑制されたりするかもしれない。つまり、仮に政治領

域に関連した働きかけや施策に関心がある場合でも、他の生活領域からのスピルオーバー

は考慮すべき重要な調整変数であるかもしれないのである（3）。

以上のような問題意識から、本研究では政治行動としてとくに選挙での投票を取り上げ、

労働者の職場における生活のなかに、投票行動へのスピルオーバーをもたらしうるものが

あるという理論的予測の確からしさについて、量的調査データの分析によって示唆を得る

ことを目的とする（4）。ここで労働者の職場に着目するのは、投票率の低下が全世代にわ

たる問題である一方で、投票率の低下や投票の促進に関わる研究が若年層に注目しがちで

あるためである。若年層への注目は、若いときに投票した有権者ほどその後の人生でも投

票する傾向があるという投票行動の「慣性」（Pultzer 2002）ゆえに若年段階からの投票の

促進が重要である、という知見にもとづく合理的な判断ではあるが、その点だけを強調す

ると若年段階で投票の機会がなかった有権者はいわば「どうしようもない」ものとして位

置づけられかねない。若年段階より後のライフステージにおいても投票行動を変化させう

る要因に照準するため、そしてそのライフステージにおいて多くの有権者が被雇用者とし

て生活することを踏まえ、本研究は労働者の職場という環境にフォーカスする（5）。

以下、先行研究を参照しつつ本研究で注目する理論的予測について整理し（2節）、使用

（3）従来の研究でもそのような調整変数の存在自体には注意が払われているが、そこで注目されるの
は家族との政治的コミュニケーション（三村・深谷 2020）など、やはり政治領域に関連したものにとどま
りがちであると思われる。

（4）ここで「検証」という表現を避け、持って回った言い回しを使っているのは、後に述べるように、
本研究ではデータの制約ゆえにコンクルーシブな検証は目指していないためである。筆者自身は、ある仮
説の検証はたった一つの研究によって完結するものではなく漸進的なプロセスであり、一つひとつを見れ
ば必ずしも完ぺきではない研究を（そのことを明示して当該の研究を適切に位置づけるのは当然として）
積み上げていくことなくして研究は進展しないと考えるが、コンクルーシブな研究でないかぎり発表して
はいけないという前提に立つ読者も存在するようなので、その前提のまま読まれないよう控えめな言い回
しを採用している。

（5）幅広い年齢層を含みつつも一定の同質性を想定できる集団にフォーカスするため、自営業者や経
営者は除外している。全世代にわたる問題であることを指摘しつつ、引退した高齢者を含めて検討しない
のも、同様の理由からである。
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するデータと変数の処理、分析のアプローチについて説明した上で（3節）、分析結果を示

す（4節）。最後に、本研究のインプリケーションと限界を論じる（5節）。

2　先行研究の知見と理論的予測

2-1　職場の意思決定に参加する経験によるスピルオーバー

労働が労働者の政治行動に及ぼす影響について、Burns et al.（2001: Ch. 8）は、資源、

リクルートメント、政治への心理的関与という 3つの項目に整理している。それぞれをも

う少し具体的に説明すれば、資源は労働によって得られる金銭、あるいはその結果として

労働者が得る生活の余裕などを指すが、Burns et al.（2001）はさらに、会合をマネージ

メントしたり他者とディスカッションをしたりするスキルも労働を通じて得られる資源の

一部だと考えている。リクルートメントは、同僚からの勧誘によって集会に参加するといっ

た形で、労働を通じて形成される社会関係によって政治参加の機会を得ることを指す。政

治への心理的関与には、Burns et al.（2001）は、特定の産業に関わる労働に従事するこ

とで得られる政策や政治過程に関する知識および関心や、仕事の経験を通じて形成される

自己効力感など、政治参加にたいする積極的な態度に結びつくと想定されるさまざまな要

因を含めているようである。

これらのうち、資源やリクルートメント、政治への心理的関与の一部については、職位

や職業（職種）といった社会経済的地位によってそれらのレベルが異なること、そのこと

が社会経済的地位の異なる人びとのあいだに見られる政治参加のギャップを一部説明する

こと、を示す実証研究によって、労働によって得られる金銭や社会関係、知識やスキルが

政治参加を促しうることが指摘されてきた。上記の 3分類を提示した Burns et al.（2001）

は、政治参加のジェンダー・ギャップを収入や仕事の難易度、監督的地位の経験などのジェ

ンダー・ギャップによって説明しようとしているし、社会経済的地位に注目した研究はそ

の後も続いている。たとえば、ISSP（国際社会調査プログラム）のデータを分析した

Dalton（2017: 51-53）によれば、他の職種に比べて管理・専門職の回答者が、また監督的

地位である回答者のほうがそうでない回答者に比べて、投票率やその他の政治参加の確率

が高い。日本では政治参加の「高い社会経済的平等性」が特異的に見られると言われたこ

ともあったが、これは戦後の一時期にのみ見られた「期間限定的な現象」であることが指

摘されており（境家 2013: 250）、現在は高度専門職や管理職につく人びとの投票率が高い

（田辺 2023）。こうした社会経済的地位に着目する研究に比べると、政治への心理的関与に

ついては、政治的知識や特定の政治過程にたいする関心などを除けば、どのようなファク
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ターが労働を通じてどのように影響を受けるのか、十分に検討されていないように見受け

られる。そこで本研究では、この点に着目することにする。

それでは、労働を通じて政治への心理的関与が高まるメカニズムとしてどのようなもの

が考えられるだろうか。すでに言及したように、特定の職業や産業に影響を与える政治過

程が存在することによって、その職業や産業で働く労働者が政治への関心を高めるといっ

たメカニズムも考えられるが、より労働者一般に当てはまるようなメカニズムを理論化し

たものとして、職場における意思決定への参加経験が労働者の政治参加を促すとする

Pateman（1970）のスピルオーバー仮説がある。Pateman（1970）によれば、職場にお

ける意思決定は、多くの場合に利害が対立する複数のアクター間の合議や調整といったプ

ロセスを含む、きわめて政治的な過程である。ゆえに、もし意思決定がトップダウンで行

われるのではなく、上記のような過程に職場の労働者が参加できるならば、労働者は労働

を通じていわば政治参加の予行演習を経験することになり、この過程を通じて労働が「政

治参加に求められる資質を醸成する」（Pateman 1970: 42-3）というわけである。

Pateman自身は「資質」の内実を分析的に論じてはいないが、後の研究では、政治参加

に価値を見出す態度や政治的自己効力感、利害調整のスキルなどを総体的に指すものと整

理されている（Carter 2006）（ 6）。

このようないわば「民主主義の学校」としての機能を有する職場として、Pateman（1970）

はワーカーズ・コープ（労働者協同組合、以下WC）に注目し、一般企業と対比的に論じ

ていたが、本研究ではこうした二項対立的な理論枠組みは採用しない。というのは、

Pateman（1970）以降の実証研究において、WCで働く労働者と一般的な企業で働く労働

者を単純に比較しても政治的態度や政治参加の差はあまり見出されていないためである

（Carter 2006）。この点について Carter（2006）は、WCにも設立経緯や規模の違いによっ

て現実の運営のあり方には多様性があり、経営にたいする各労働者の投票権が制度化され

ているからといって労働者は必ずしも Patemanが期待したような経験をするわけではな

い、と指摘している。一方、一般的な営利企業であっても意思決定への労働者の参加には

形式と程度のバラつきがある（Poutsma et al. 2003）。以上より、必ずしもWCのように

特定の経営制度をもつ組織を特別視する理由はないと考えられる。

さらに、Weber et al.（2020）のメタ分析によれば、対象を営利企業まで広げたとしても、

民主的な意思決定メカニズムが制度化されている組織で働いていること自体は労働者の政

（6）Pateman（1970）は（時系列的に当然ながら）Burns et al.（2001）の理論枠組みを採用してい
るわけではないので、Burns et al.（2001）では資源（スキル）と政治への心理的関与（態度、自己効力感）
に分けられている事柄を「資質」として論じていることになる。
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治的態度（おもに投票の意向）と統計的に有意な関連を示していない。政治的態度との有

意な関連が見られるのは、組織の意思決定に参加できているという労働者の知覚である。

この点からも、制度の違いそのものを必ずしも重要なファクターと見なす理由はないとい

える。またこの結果からは、Carter（2006）も指摘するように、労働者の主観的経験が重

要であることが示唆される。Pateman（1970）の元の議論にもとづいて考えても、意思決

定への参加が態度や自己効力感に結びつくとすれば、当人が意思決定に参加したことを認

識していることが重要であろう。以上より、まずは職場における意思決定に関する労働者

の知覚が、労働者の投票行動と関連しているかどうかを確認することにする。

［予測 1］自分が働く職場の意思決定に参加できていると知覚している労働者ほど、選

挙での投票に積極的である

2-2　他のメカニズムの検討と労働組合への着目―組織への肯定的態度による媒介

スピルオーバー仮説からは、職場の意思決定に参加していることの知覚と政治行動との

関連が予測されるが、その関連が確認されたとしても、両者をつなぐメカニズムがスピル

オーバー仮説で想定されているとおりであるかどうかはただちに明らかではない。そこで、

他のメカニズムに関する理論的検討から導かれる予測についても同時に分析を行うこと

で、スピルオーバー仮説の確からしさを検討することにしたい。以下で論じるようなメカ

ニズムの存在を想定してもなお、予測 1で述べた関連が見られたとすれば、スピルオーバー

仮説が想定するメカニズムが作用している確率は高くなるだろう。

他のメカニズムの一つとして考えられるのは、労働者が意思決定に参加できるという職

場環境に関する知覚が、自身が所属する職場や会社といった集団への肯定的態度を高め、

その集団の利益を擁護したり、その集団の代表者を議会へ送り込んだりするために政治行

動が積極的になる、というものである。組織心理学の研究では、組織内の公平さ（fairness）

にたいする知覚として定義される組織的公正（organizational justice）が、組織にたいす

る誇りや愛着と相関することが確認されており、公正が社会的価値の一つであるためにそ

の価値を実現している自組織に誇りや愛着を示すようになった結果であると解釈されてい

る（大渕・福野 2003; 大谷・芳賀 2017）。組織内の意思決定に労働者が参加できるという

ことは、その組織が組織的公正の一次元である対人的公正（interpersonal justice: 

Colquitt 2001）を実現していると見なすことができるため、意思決定への参加の知覚も組



山本：職場は労働者の「民主主義の学校」になりうるか32

Kyoto Journal of Sociology XXXII / December 2024

織への誇りや愛着、あるいはその他何らかの肯定的態度を高めるかもしれない（7）。

この可能性を検討するのに適しているのは、労働組合員の投票行動に関するデータであ

る。労働組合は労働条件や生活全般に関わる政策・制度要求のため、政治活動としてさま

ざまなアクターへの働きかけを行うが、そのなかには「組織内議員をはじめとして、労働

組合が支持政党を通じて自らの代理人となる国会議員を送り込む」（中北 2021: 265）活動

も含まれる。より具体的には、日本の場合、同じ産業の企業別労組によって結成される産

業別労働組合から、参議院に組織内議員を送り込むケースが多い。このような背景ゆえ、

組織内議員は労働者全体と同時に特定産業の利益の代理人という側面を持つ。また、「民

間における経営側と右派労働との連合（階級交 連合）」（新川 2007: 86）が特徴とされる

55 年体制以降の労組において、組合員から見て組織内議員は労組の代理人であると同時に

（産業によって程度の差はあれ）会社の代理人でもあると考えられる。つまり、労働組合

員の場合、自組織への肯定的態度を投票行動として表す対象が明確に存在するのである。

もし本節で論じたようなメカニズムが作用するならば、労働組合員の投票行動において、

職場の意思決定に参加していることの知覚は自組織への肯定的態度を媒介して投票行動を

促すだろう。他方、労働組合に入っていない労働者は、職場ないし会社にたいする肯定的

態度があったとしてもそれを投票行動として表出する機会がない、もしくはあったとして

もそのつながりは組合員に比べて希薄であると考えられる。会社によっては、経営者が特

定の候補者ないし政党への投票を従業員に働きかけることはあるが、公認の決定自体が機

関会議でなされ、機関紙や場合によっては組合員との直接的な交流なども通じて組合員に

その存在が周知される労組の組織内議員に比べれば、従業員が自らの代理人として支援す

るという認識は希薄であろう。

職場での意思決定への参加と投票行動との関連がこの媒介メカニズムによって完全に説

明されるならば、職場の意思決定に参加しているという知覚と投票の意向との関連（Weber 

et al. 2020）は、組合員のように選挙で明確な代表が存在する労働者（強い関連あり）と、

そうでない労働者（関連なし、もしくは弱い関連のみ）の平均値であったということにな

るだろう。一方、上記の媒介メカニズムに関して条件が等しかったとしても、職場の意思

決定に参加していることの知覚と投票行動との関連が見られたとすれば、政治参加にたい

する態度や自己効力感の向上によって投票が促されるというスピルオーバー仮説が想定す

るメカニズムの確からしさが増すだろう。このメカニズムが労働組合員にしか作用しない

（7）意思決定の内容によっては、意思決定への労働者の参加は手続き的公正（procedural justice）に
含まれる、と考えることも可能かもしれない。
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と考えるべき積極的な理由は見当たらないので、先行研究で見られた関連は、選挙で明確

な代表が存在する労働者にもそうでない労働者にもおおむね同様に見られる関連であると

いうことになる。

これら 2つの可能性を検討するため、以下の予測を立てる。

［予測 2-1］労働組合員の投票行動において、職場の意思決定に参加しているという知

覚と投票行動との関連は、自組織への肯定的態度を統制することですべて説明される

［予測 2-2］労働組合員の投票行動において、職場の意思決定に参加しているという知

覚と投票行動との関連は、自組織への肯定的態度を統制しても残る

3　データと方法

3-1　データ

前節で設定した予測の確からしさを確認するため、本研究では、（公社）国際経済労働

研究所が第 26 回参議院議員通常選挙（2022 年。以下、2022 年参院選）の直後に実施した

第 55 回共同調査（組合員政治意識調査）のデータセットを使用する。この調査は、調査

の趣旨に賛同する日本の労組が共同で参加するもので、いずれの労組も、自組織もしくは

加盟する産業別労働組合が参院選の比例区に候補者を擁立していた（8）。調査票は企業別

労組の単位で配布・回収され、全体で 109,870 件の有効回答を得ているが、組合員数にた

いする配布数ないし回収数の比率には労組によってばらつきがあるため、単純にすべての

労組のデータをマージすると全体の調査結果にたいする特定の労組の影響力が過大になる

等の問題が発生する。そのため、各労組の組合員数にたいする回収数の比率が、その比率

がもっとも低い労組のそれに一致するように、各労組のデータから回答をランダムに抽出

したものをマージしたデータセットが作成されている。本研究で使用するのはこのデータ

セットであり、31,557 件の回答から構成されるが、分析に使用する変数（次節で説明）に

関して欠損値を含む回答をリストワイズ除去しているため、分析に使用できるのは 28,440

件である。

（8）参加した労組は、全国繊維化学食品流通サービス一般労働組合同盟（UAゼンセン）、日本郵政グ
ループ労働組合（JP労組）、全日本自動車産業労働組合総連合会（自動車総連）、日本教職員組合（日教組）、
全国電力関連産業労働組合総連合（電力総連）に加盟する、全国約 170 の労働組合である。詳細について
は国際経済労働研究所労働政治研究事業部（2023）を参照されたい。なお、上に名称を挙げた労組のうち
JP労組のみ企業別労組であるが、郵政事業の産業別労組は存在せず、同労組は企業別労組である一方で産
業別労組の機能も担っているといえるため、他業種の産業別労組と同列に扱っている。
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この調査では、一部の労組では組合員を無作為に抽出して調査票を配布しているが、多

くの場合は執行委員や職場委員といった労組の役員が職場で組合員に回答を依頼する形で

配布しているため、データは非確率標本であり、上述のとおり参加する労組も有志である

ので、日本の組合員のデータとして代表性が高いものとはいいがたい。しかし、十分な数

の組合員の回答を得ることができ、かつ本研究で必要な変数を含む調査は他にないため、

一般化可能性には留保をつけながらこのデータセットを用いることにした。

また、クロスセクショナル・データの制約ゆえ、因果の向きの特定や観測されない異質

性の問題については対処できないという点も、ここで確認しておくべきであろう。たとえ

ば、外向性のようなパーソナリティ特性が職場環境を肯定的に知覚させると同時に投票行

動を積極的にさせる（9）、といったかたちで交絡しているかもしれないし、意思決定への

参加を好まない労働者が職場を移動することで、一種の生存バイアスが生じているかもし

れない。とはいえ、これらの問題に十全に対応するには、職場環境の変化や移動まで追跡

できるだけの長期にわたるパネル調査が求められるが、何らの実証的裏づけのない理論的

予測だけでそのようなコストの大きい調査を設計することは、通常は考えられない。本研

究で扱っている問題のように基本的な関連やメカニズムについても十分に検証が進んでい

ない場合には、たとえ理想的でなくとも利用可能なデータを活用して理論的予測の確から

しさについて手がかりを得る作業はしばしば有意義なのである（10）。

3-2　変数

従属変数は投票行動であり、2022 年参院選で投票したかどうか、および投票した場合に

（9）パーソナリティ特性と投票行動の関連は、Denny and Doyle（2008）や三村・深谷（2020）が実
証的に明らかにしている。

（10）組織率の低下により労組の認知度も低下していると思われる現在の状況では、「労働組合員」が全
体として政治参加や社会運動に活発であるといった、実態から乖離したイメージを抱く読者も少なくない
かもしれないので、注釈をつけておきたい。結論からいえば、日本の組合員の多くは、少なくとも政治に
まつわる意識や行動において、労働者一般から見て特別な集団ではないと考えられる。日本では、労組の
組織率は大企業で高く、正社員だけを組織化してきた歴史があるため、それらの点においては、たしかに
組合員は労働者の特殊な一部である（ただし、本研究のデータにも含まれる UAゼンセンを筆頭に、非正
規雇用の労働者の組織化は過去に比べれば推進されている）。しかし、日本の労組は 69.8%（大企業だけで
見れば 75%前後）がユニオン・ショップ協定を締結しており（厚生労働省 2022）、組合員の多くはみずか
ら選んで組合員になったわけではない。「新入社員たちにすれば、『仕方なしに労働組合員になった』とい
うのがホンネ」（藤村 2007: 4）なのである。また、第 4節で確認する記述統計（表 1）によれば組合員の棄
権率は約 2割と低いように見えるが、同じく 2022 年参院選の後に全国の有権者を対象に実施された「東京
大学谷口研究室・朝日新聞社共同調査」でも、同選挙における棄権率は投票先を尋ねる質問に無回答であっ
た ケ ー ス を 含 め て も 21.5% で あ る（2024 年 9 月 15 日 取 得、http://www.masaki.j.u-tokyo.ac.jp/
utas/2023UTASV_codebook20230501.docx）。したがって、上記の棄権率の低さは、組合員の投票率の高さ
ではなく無回答バイアスによるものとして十分に説明可能である。これらのことから、日本の組合員が労
働者全体にたいして顕著に特徴的な存在ではないかと疑う理由はないものと本研究では考えている。
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回答者本人が所属する労組の推薦候補者に投票したかどうか、という 2つの質問への回答

をかけ合わせて、「棄権」（基準カテゴリ）、「自組織の推薦候補者（もしくは推薦政党）へ

の（明確な認識をともなった）投票」、「それ以外の投票」の 3カテゴリからなるカテゴリ

カル変数を作成した。第 3のカテゴリには、自組織の推薦候補者・政党を知っていたが他

の候補者や政党に投票したケースと、自組織の推薦候補者・政党を知らずに投票したケー

スが含まれる。後者の場合、投票した先がたまたま推薦候補者・政党であった可能性もあ

るが、本研究の分析においては投票行動が自組織の代理人を支援するという認識をとも

なっているかどうかが重要なので、結果的にどの候補者・政党に投票したかではなく、推

薦候補者・政党を分かった上でその候補者・政党に投票したかどうかで投票行動を分類し

ている。

独立変数は職場の意思決定に関する知覚であり、「意見が合わない同僚とも、互いに納

得がいくまで話し合える」と「職場に問題があれば、ともに解決できる仲間がいる」の 2

項目から構成される（r=0.567）。選択肢は「そう思わない」～「そう思う」の 5件法であり、

各選択肢に 1～ 5点を割り当てた上で平均値を算出した。いずれの項目も意思決定という

語に直接言及してはいないが、Pateman（1970）がもともと念頭に置いていたのが職場に

おいてときに利害が対立するアクター間の合議や調整といった過程であることを考えれ

ば、これらの項目によって、スピルオーバー仮説で想定されている意思決定への参加の知

覚は、完全ではないにせよある程度は捕捉できるものと判断した。

媒介変数として想定するのは、「個人では解決できなくても、労働組合などの団体を通

じて解決できる課題がたくさんある」という質問への回答である（選択肢や得点の割り当

ては独立変数と同様）。予測 2で述べているのは「自組織」への肯定的態度であることや、

労組の組織内議員が組合員から労組だけでなく会社の利益を代理するものとも認識されて

いる可能性（2-2 節参照）を考えると、「自組織」には労組だけではなく会社や職場（事業所）

も含めることが望ましいが、使用できる項目に制約があるため、労組にたいする肯定的態

度を測定する項目をもって自組織への肯定的態度の指標とすることにした。

その他、統制変数として、性別（男性・女性・その他の 3カテゴリ。基準カテゴリは男性）、

年齢層（10 ～ 20 代、30 代、40 代、50 代以上の 4カテゴリ。基準カテゴリは 10 ～ 20 代）、

労組役員経験の有無（役員経験有ダミー）、回答者の所属する産業別労組（UAゼンセン、

JP労組、自動車総連、日教組、電力総連。基準カテゴリは UAゼンセン）を投入する。

投票行動を予測するモデルなので、学歴や職種などの変数も投入できることが望ましいが、

これらの変数については質問項目の有無や選択肢が労組間で統一されていないため、使用

していない。また、労組別の分析結果は公表が許可されていないため、所属産業別労組に
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ついては、以下の分析結果において係数の推定値などの詳細は掲載できない。

3-3　分析枠組み

本研究で扱う従属変数は順序をもたない3値以上のカテゴリカル変数なので、多項ロジッ

トモデルを推定する必要があるが、ロジットモデルを含む非線形モデルでは、仮説で言及

しているような媒介効果を、媒介変数を投入しないモデルと投入したモデルとのあいだで

単純に係数を比較するという方法では検証することができない（Karlson et al. 2012）。簡

略化のため、2値の従属変数 yと独立変数 xの関連に関心があり、媒介変数 zの交絡が疑

われる場合を考える。yを xのみで予測するモデル（モデル R）と、zも投入したモデル（モ

デル F）は以下のように表される。

logit(p(y=1))=a1+bxx

logit(p(y=1))=a2+bx·zx+bz·x z

ここでは zによる媒介に関心があるので、私たちは bxと bx·zの値を比較したい。しかしロ

ジットモデルでは、このモデルの背後に、一定のしきい値（通常は 0）を上回ったときに

y=1、それ以外のときに y=0 となるような潜在変数 y*を従属変数とする線形回帰モデルが
想定されている。

y*=α1+βx x+e

y*=α2+βx·z x+βz·x z+v

そして、これら 2種類のモデルの係数（bとβ）の間には、次の関係が成立する（いま関

心のある xの項についてのみ示す）。

bxx=βx x ⁄σR 

bx·zx=βx·z x ⁄σF 

ここでσRとσFは、それぞれのモデルのスケーリング・パラメータと呼ばれ、その値は潜

在変数 y*を従属変数とするモデルの誤差 eと vの分散にそれぞれ依存する。このことが意

味するのは、私たちが 2つのロジットモデルを推定して得る係数 bxと bx·zの値に差があっ

たとしても、その差には（1）zを統制したことによる xの係数（β）の変化と、（2）zを

投入したことによるモデルの誤差分散の変化の両方が含まれるため、単純に 2つの bを比

較しても（1）と（2）を識別できないということである（11）。

この問題への対処として、KHB法と呼ばれる方法（Karlson et al. 2012）が知られてい

る。この方法は、上記の z（媒介変数として想定される変数）を従属変数、xを独立変数

（11）bの推定値がスケーリング・パラメータの値に依存する点は、プロビットモデルでも同様である。
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とする線形回帰モデルを推定した上で、その残差 z ̃ を zの代わりに投入したロジットモデ

ルを推定し、zを投入したモデルとの比較を行うものである。前者のモデルでは、z ̃ と x

は直行するため、zを媒介した xと yの関連は xの係数として推定されるが、同時にこの

モデルの yにたいする説明力は zを投入したモデルと等しい。すなわち、この 2つのモデ

ルではスケーリング・パラメータの値が一致する。したがって、この 2つのモデルを比較

して bに差があるならば、それは zを投入したことによるβの変化を表していると考えて

よいわけである。

ただし、回答者を単位とするデータを使った多項ロジスティック回帰モデルでは、従属

変数の各カテゴリの対比（たとえば、棄権と推薦候補者への投票との対比）のなかでそれ

ぞれ z ̃ と xが直行するという前提が満たされないので、KHB法をそのまま適用すること

はできない。この問題は、回答者の中に従属変数の各カテゴリがネストされた構造のデー

タを使用して、条件付きロジットモデルを推定することでクリアできる（Breen and 

Karlson 2014）。具体的には、z ̃ を投入するモデルに関して、特定のカテゴリ対に当てはま

る（たとえば、棄権もしくは推薦候補者に投票した）サブサンプルごとに計算した z ̃ を、

当該のカテゴリ対のみを対比させた条件付きロジットモデルに投入するという手続きをと

る（12）。

4　分析結果

4-1　記述統計

記述統計は表 1のとおりである。カテゴリカル変数については各カテゴリの比率、連続

変数については平均値と標準偏差を示す。全体としては、回答した労働組合員のうち約半

数が自組織の推薦候補者・政党に投票したと回答しており、約 2割が棄権、残りの 3割は、

自組織の推薦候補者・政党を知らずに投票したか、知っていたが他の候補者・政党に投票

したかのいずれかである。

（12）Rの場合、mlogit関数で alt.subsetを指定することにより、特定のカテゴリ対のみを対比させた
条件付きロジットモデルを推定できる。



山本：職場は労働者の「民主主義の学校」になりうるか38

Kyoto Journal of Sociology XXXII / December 2024

4-2　予測 1：職場における意思決定への参加の知覚と投票行動

条件付きロジットモデルの推定結果を表 2に示す。また図 1は、表 2に示したモデル 1

と 2Bの推定結果にもとづいて、職場における意思決定への参加の知覚以外の変数を平均

値に固定した上で、意思決定参加の知覚を最小値（1）から最大値（5）まで変化させた場

合に、従属変数の各カテゴリの構成比率がどう変化するかを図示したものである。

モデル 1は労組への肯定的態度を統制しないモデルで、予測 1の確認のために推定した

ものである。意思決定参加の知覚の係数は、推薦候補者・政党への（明確な認識をともなっ

た）投票についても、それ以外への投票についても正の値になっているが、図 1左パネル

より、意思決定参加の知覚によって変動するのは棄権と推薦候補者・政党への投票の比率

だけであり、その他の投票行動の構成比率は意思決定参加の知覚のレベルによらずほぼ一

定であることが分かる。投票行動全体として見れば、職場の意思決定に参加していると知

覚している組合員ほど投票率が高いという結果であり、予測 1に合致するが、意思決定参

加の知覚が投票行動に結びつくのがもっぱら自組織の代理人への投票を通してであること

から、予測 2で想定されているようなメカニズムが背後にあることも大いに考えられる。

この点について次節で検討する。

表 1　記述統計
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表 2　条件付きロジットモデルの推定結果

図1　投票行動の比率の予測値
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4-3　予測 2：自組織への肯定的態度による媒介の有無

表 2のモデル 2Aと 2Bは、意思決定参加の知覚と投票行動の関連が自組織（所属する

労組）への肯定的態度によって媒介されているかどうかを検証するものである。表 2によ

れば、労組への肯定的態度を他の独立変数によって予測するモデルから得られた残差を投

入したモデル2Aに比べて、労組への肯定的態度を媒介変数として投入したモデル2Bでは、

意思決定参加の知覚の係数は小さくなっている。3-3 節で言及したとおり、この 2つのモ

デルのあいだではスケーリング・パラメータの値は変わらないので、意思決定参加の知覚

の係数が小さくなっているという結果は、この変数と投票行動との関連の一部が労組への

肯定的態度によって媒介されていることを示す結果であると考えてよい（13）。図 1 右パネ

ルによって具体的に投票行動の構成比率の変化を確認すると、棄権および推薦候補者・政

党への投票の比率が意思決定参加の知覚によって変化する度合い（傾き）が、左パネルに

比べて小さくなっていることが分かる。

以上の結果から、意思決定参加の知覚が自組織への肯定的態度を媒介し、自組織の代表

を支持するために投票行動が促される、というメカニズムが存在するものと考えられる。

しかし、労組への肯定的態度を統制しても意思決定参加の知覚の係数は有意な正の値であ

り、図1からも、投票行動との関連は弱まりこそすれ残っていることが見て取れる。つまり、

職場において意思決定に参加しているという知覚と投票行動との関連は、労組への肯定的

態度を媒介変数として考えるだけでは説明しきれないということであり、これは予測 2-2

に合致する結果である。自組織への肯定的態度を媒介しない場合、意思決定参加の知覚は

投票行動全般に影響を与えるはずであるにもかかわらず、分析結果では推薦候補者・政党

への投票率のみが変動している点については、接触効果によって説明可能と思われる。候

補者を擁立している労組では、労組の機関紙などを通じて候補者の顔や名前、掲げている

政策などについて見聞きする機会が多く、労組の役員から候補者について説明を受ける組

合員も少なくない。投票したいという意向はあるものの明確な投票先を意識していない場

合に、そのような接触機会が多い自組織の候補者に投票するというのは、さほど不自然な

ことではないであろう。

なお、2-1 節で言及したように、職場での意思決定に参加した経験によって醸成される「資

（13）予測 2の内容から理解されるとおり、本研究では媒介効果の大きさには関心がないが、関心のあ
る読者のために簡単に説明する。表 2にそくして説明すると、KHB法では、媒介効果は単純にモデル 2A
と 2Bのあいだでの係数の減少率によって表される（Breen and Karlson 2014）。「推薦に投票」にたいする
「意思決定参加知覚」の係数を見ると、0.224 から 0.134 に減少しているため、約 40.2%が媒介されている
ということである。この媒介効果の平均値と 95%信頼区間をブートストラップ法（2,000 回）で求めると、
40.5%［32.9%, 48.7%］であった。
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質」の内実に関しては、Pateman（1970）は明確に分析しておらず、自組織への肯定的態

度を統制しても残った投票行動との関連をどのようなメカニズムで説明できるのかについ

ては、さらに検討の余地が残っている。この点に関して、試行的な分析としてモデル 2B

に（内的）政治的自己効力感（14）を投入したモデルを推定し、KHB法によって係数の変化

を確認したが、意思決定参加の知覚の係数はほとんど変化しなかった。スピルオーバー仮

説で想定されてきた媒介要因は政治参加に価値を見出す態度や政治的自己効力感であった

が、上記の結果は、（内的）自己効力感のような自身の能力に関する知覚よりも、政治参

加にたいする価値づけのような意識が重要な媒介要因であることを示唆するものかもしれ

ない。この点に関して、自身の仕事や組織の意思決定にたいして影響力があると感じてい

る（15）労働者ほど政治への関心が高く、それらを媒介して議会や政党への信頼が高くなっ

ている、という Hassan（2024）の分析結果は注目に値するだろう。さらなる媒介メカニ

ズムの検討は今後の課題である。

5　まとめと議論

本研究では、投票行動を含む政治行動の研究において、政治以外の生活領域からのスピ

ルオーバーに関する検討が手薄であるという問題関心から出発し、職場における意思決定

に参加する経験が労働者の政治行動を促進するという理論モデルについて、両者を媒介す

るメカニズムも視野に入れて、その確からしさについて検討してきた。労働組合員の投票

行動および政治意識に関する調査データを分析した結果、職場の意思決定に参加している

と知覚している組合員ほど自組織から立候補していた候補者への投票率が高いことと、そ

の関連の一部は所属する労組にたいする肯定的態度によって媒介されている一方で、それ

では説明できない成分も残ることが分かった。

この結果からは、職場の意思決定への参加を経験することによって促される投票行動が、

必ずしも自身が所属する組織への肯定的な態度によって支えられるばかりではないという

ことができ、組合員のように選挙において明確な利益の代理人が存在するかどうかにかか

（14）「自分には政府のすることに対して、それを左右する力はない」と「政治とか政府とかは、あまり
に複雑なので、自分には何をやっているのかよく理解できないことがある」にたいする回答（1～ 5点）の
平均値。

（15）Hassan（2024）はこれらを含む複数の項目を合成して職場デモクラシー（workplace democracy）
の尺度としているが、本文で言及した自分の仕事にたいする影響力など、一部の項目はむしろ仕事の自律
性（job autonomy）を測定しているように思われる。このような概念や測定尺度の未整備状況も、今後対
処すべき課題であろう。
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わらず、意思決定への参加経験が政治参加への価値づけや自己効力感を変容させ、投票を

はじめとする政治参加を促す可能性を示唆する。裏を返せば、職場においてさえ他の構成

員と対等な「一票」を行使した経験がない労働者に、選挙のときにだけどれほど「あなた

にも一票の力がある」と働きかけても、投票には結びつかないかもしれない。また、仮に

主権者教育など若年層への働きかけに短期的な効果が見られたとしても、後に彼ら・彼女

らが働く職場が意思決定への従業員の参加に否定的であれば、その効果が減殺されること

もあるかもしれない。このような個人内の経時的変化について明確な予測を述べることは

本研究の範囲を超えるが、若年層の政治意識調査などを計画する場合に、そのような可能

性を意識することは有効かもしれない。

第 3節でも言及したとおり、本研究で使用したデータは必ずしも日本の組合員を代表す

るデータとはいえないし、利用可能なデータの二次分析にとどまるため、質問項目に関し

ても理論に照らして最適ではないものがある。労働者一般に関してより頑健なインプリ

ケーションを導くためには、労働組合員とそうではない労働者を比較できるようなデータ

が得られることが望ましいのは言うまでもない。このように制約や限界は多々あるものの、

投票行動をふくむ政治行動の研究において、しばしば看過される政治以外の生活領域のな

かに見るべきものがあることを示すことができたならば、本研究の目的は果たされたとい

える。

付記

本研究で使用した第 55 回共同調査（組合員政治意識調査）データは、（公社）国際経済

労働研究所により、一定の利用条件のもとで二次分析のために公開されているものである。
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